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2020～2021年度改訂見通し
― 今年度は▲5.2％、コロナ前ＧＤＰ水準の回復は2022年以降 ―

【ご照会先】調査部 副主任研究員　村瀬拓人（murase.takuto@jri.co.jp , 080-4345-2502）
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(前期比年率､％、％ポイント)

2020年 2021年 2022年

1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3

（実績） （予測） （実績） （予測）

 実質ＧＤＰ ▲ 2.3 ▲ 28.8 21.4 6.0 1.0 1.9 3.1 0.7 1.5 0.0 ▲ 5.2 3.4 

 個人消費 ▲ 2.8 ▲ 28.7 20.1 4.5 1.2 2.0 2.9 1.2 1.4 ▲ 0.5 ▲ 5.9 3.3 

 住宅投資 ▲ 15.0 ▲ 2.0 ▲ 28.1 2.8 14.4 10.9 5.4 4.8 3.1 0.6 ▲ 9.1 5.4 

 設備投資 7.0 ▲ 16.9 ▲ 12.8 15.1 7.0 3.8 2.9 2.2 2.2 ▲ 0.3 ▲ 5.8 4.1 

 在庫投資 (寄与度) (▲ 0.3) (　  1.5) (▲ 0.8) (　  0.3) (　  0.1) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (▲ 0.1) (　  0.1) (　  0.0)

 政府消費 0.1 ▲ 1.4 9.3 3.7 ▲ 3.5 1.1 3.8 ▲ 2.6 0.4 2.3 2.0 1.0 

 公共投資 ▲ 1.3 5.1 1.5 3.5 2.8 ▲ 3.4 ▲ 1.2 0.6 0.8 3.3 2.5 0.0 

 公的在庫 (寄与度) (　  0.0) (▲ 0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (▲ 0.0) (▲ 0.0) (　  0.0)

 輸出 ▲ 19.7 ▲ 53.4 31.3 29.5 11.8 2.3 5.1 3.2 3.8 ▲ 2.6 ▲ 13.0 9.3 

 輸入 ▲ 15.5 9.0 ▲ 33.8 28.1 14.4 2.9 4.1 2.4 2.8 ▲ 1.5 ▲ 5.6 5.0 

 国内民需 (寄与度) (▲ 1.3) (▲ 19.4) (　  6.2) (　  5.1) (　  2.2) (　  2.0) (　  2.2) (　  1.1) (　  1.2) (▲ 0.4) (▲ 4.4) (　  2.5)

 官公需 (寄与度) (▲ 0.0) (▲ 0.1) (　  2.1) (　  1.0) (▲ 0.6) (　  0.1) (　  0.7) (▲ 0.5) (　  0.1) (　  0.6) (　  0.5) (　  0.2)

 純輸出 (寄与度) (▲ 0.9) (▲ 11.8) (　  12.2) (　  0.4) (▲ 0.3) (▲ 0.1) (　  0.2) (　  0.1) (　  0.2) (▲ 0.2) (▲ 1.3) (　  0.7)

（前年同期比、％）

 名目ＧＤＰ ▲ 0.9 ▲ 8.9 ▲ 4.8 ▲ 2.4 ▲ 1.5 7.3 2.7 1.7 1.8 0.8 ▲ 4.4 3.3 

 ＧＤＰデフレーター 0.9 1.4 1.1 0.3 0.5 ▲ 0.1 ▲ 0.4 0.1 ▲ 0.1 0.8 0.8 ▲ 0.1 

 消費者物価指数 (除く生鮮) 0.6 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 1.4 ▲ 1.0 ▲ 0.1 0.0 0.7 0.6 0.6 ▲ 0.7 0.3 

(除く生鮮、消費税、教育無償化) 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 1.3 ▲ 0.9 ▲ 0.1 0.0 0.7 0.6 0.4 ▲ 0.8 0.3 

 完全失業率（％） 2.4 2.8 3.0 3.4 3.8 3.8 3.6 3.4 3.3 2.3 3.2 3.5 

 円ドル相場（円/ドル） 109 108 106 104 105 105 106 107 107 109 106 106

 原油輸入価格（ドル/バレル） 68 31 41 43 44 46 49 51 54 68 41 50

2019年度 2020年度 2021年度

（１）2020年７～９月期の実質ＧＤＰは前期比年率＋21.4％（前期比＋5.0％）と、現行基準で過去最
大のプラス成長。需要項目別にみると、輸出が、各国での経済活動の再開を受け、同＋31.3％と大
幅に増加したほか、個人消費も、緊急事態宣言の解除を背景に過去最大のプラスに。もっとも、
７～９月期のＧＤＰを水準でみると、４～６月期の落ち込みの半分程度を取り戻したに過ぎず、わ
が国経済は依然として非常に厳しい状況。

（２）月次の経済統計をみると、夏場以降、新型コロナの感染者の再拡大などを背景に、景気回復ペー
スは大幅に鈍化。新型コロナの収束が見通せないなか、10～12月期以降の成長率は減速が避けられ
ず。

（３）輸出を取り巻く環境についてみると、リーマン・ショック後の中国のような世界経済の力強いけ
ん引役が見当たらない状況。先進国を中心とした新型コロナの流行再拡大も重石となるため、輸出
の回復ペースは次第に鈍化する見通し。

（４）一方、内需についても、個人消費は、自粛ムードの残存に加え、雇用所得環境の悪化が回復の重
石となる見通し。需要の減少を受け企業の雇用過剰感は高止まりしており、失業率は来年前半にか
けて４％近くまで上昇する可能性大。さらに、企業業績の悪化を受け賞与を中心に賃金への下押し
も強まることから、個人消費は新型コロナ流行前の水準を下回る状態が長期化する見通し。

（５）結果として、2020年度の成長率は▲5.2％のマイナス成長となる見通し。2021年度の成長率は
＋3.4％とプラス成長に転じるものの、回復ペースが緩やかなため、経済活動が新型コロナ流行以
前の水準を回復するのは、2022年以降となる見込み。
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